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令和 7年度予算見積調書 課室名:

説明事業

障害者福祉推進課
担当名: 総務計画団体担当、障害福祉担当

内線: 3296 (単位：千円)
会計

S138 障害者基本法等施行事務費 一般会
計

民生費 社会福
祉費

項
障害者福祉費 障害者基本法等施行費

番号 事業名

事 業
期 間

平成13年度～ 根 拠
法 令

身体障害者福祉法第15条（義務）、障害者差別解消法第14
条、第17条（任意）

款

針路 07
分野施策 0703

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

10
10-2

　身体障害者(児)が各種の福祉サービスを円滑に利用で
きるよう、身体障害者手帳を交付する。
　また、障害者差別解消法に基づき、障害者差別に係る
相談窓口の設置運営及び障害者差別解消支援地域協議会
の運営を行う。
　ア　身体障害者福祉法施行事務費　　 　  579千円
　イ　身体障害者手帳交付事務費　　　  18,370千円
　ウ　障害者差別解消推進事業費         5,070千円

 (1) 事業内容
　 ア　身体障害者福祉法施行事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   579千円
　　 　身体障害者手帳申請に係る診断書を作成する第15条指定医師に対する研修会開催経費
 　イ　身体障害者手帳交付事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,370千円
　 　　総合リハビリテーションセンターにおける身体障害者手帳の交付に伴う事務的経費
　 ウ　障害者差別解消推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,070千円
　　 　相談窓口業務の委託経費及び障害者差別解消支援地域協議会の開催経費

 (2) 事業計画
 　ア　身体障害者手帳の新規交付
　 イ　身体障害者福祉法第15条指定医師に対する研修会の開催
 　ウ　障害者差別に係る相談窓口業務の委託、障害者差別解消支援地域協議会の開催

 (3) 事業効果
　 　身体障害者手帳新規交付者数
　　 　令和3年　　　8,057人
　　 　令和4年　　　8,424人
　　 　令和5年　　　8,530人

 (4) 県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　 埼玉県障害者差別解消支援地域協議会
　　　 委員は、国行政（労働）、医療、福祉、教育、法曹、事業者、障害当事者、学識経験者で構成され、障害者差別
　 　の解消について協議する。

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)
(区分)社会福祉費　(細目)身体障害者福祉費
(細節)身体障害者共通費
(積算内容)地方障害者施策推進協議会委員報酬

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×4.7人＝44,650千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比諸 収 入

決定額 24,019 178

前年額 18,523 195 18,328

― 福祉部 138 ―

誰もが活躍し共に生きる社会の実現

23,841 5,496

障害者の自立・生活支援



 

事業名

単位事業名 予算額 579千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

諸収入・ 178 △17 身体障害者福祉法指定医師研修受託事業収入
社会福祉受託事業収入

一般財源 401 12

合計 579 △5

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 450 0 講師謝金50,000×9人

需用費 3 0 指定研修会食糧費

役務費 38 38 指定医師研修会通知

使用料及び賃借料 88 △43 指定医師研修会会場使用料

合計 579 △5

事業内訳書

障害者基本法等施行事務費

身体障害者福祉法施行事務費

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 18,370千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 18,370 5,515

合計 18,370 5,515

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 968 0 手帳ビニールケース代、手帳入力票様式印刷代

役務費 228 0 社会福祉審議会等通知特別封書

委託料 15,678 4,530 手帳データ入力委託、手帳システムサポート管理、手帳システム改
修費

使用料及び賃借料 1,496 985 手帳システム用機器リース

合計 18,370 5,515

身体障害者手帳交付事務費

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 5,070千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 5,070 31

合計 5,070 31

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 320 31 障害者差別解消支援地域協議会委員報酬　2回分
障害者差別解消支援地域協議会オブザーバー謝金　2回分

委託料 4,705 0 障害者差別解消相談窓口業務委託

使用料及び賃借料 45 0 障害者差別解消支援地域協議会会場使用料　2回分

合計 5,070 31

主な内容

障害者差別解消推進事業費

主な内容


